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愛西市草平児童館指定管理者募集要項 

 

 児童館は、子どもたちの遊び場の提供、自主的活動を推進し、自主性・創造性を育て、協調性

を養うとともに、子育て家庭の不安を解消し、子育てを支援する相談・情報提供の場の充実を図

ることを目的としています。また、放課後児童クラブを併設し、児童福祉法第６条の２第２号に

規定する放課後児童健全育成事業を実施しています。 

指定管理者の創意工夫により、効率的・効果的な管理運営を図るため、愛西市草平児童館の指

定管理者を次の内容により、募集します。 

 

１．施設の概要 

名  称 愛西市草平児童館 

所 在 地 愛知県愛西市草平町草場８７番地 

面  積 

敷地面積 １，４８１．００㎡ 

建築面積 ５１２．５７㎡ 

延床面積 ４８３．５４㎡ 

構  造 鉄骨造平屋建て 

施設内容 
遊戯室、図書室、集会室、児童クラブ室、便所、倉庫、事務室、湯沸室 

中高生創作活動室、相談・休養室、玄関・ホール他 

 

２．指定管理者が行う管理の基準 

（１）開館時間及び休館日 

   開館時間：午前９時から午後５時まで。 

        ただし、５月から９月までは、午前９時から午後５時３０分まで。 

   休 館 日：日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日及び１月２日から１月３日ま

で並びに１２月２９日から１２月３１日まで。 

        ただし、市長が必要と認めるときは変更することができることとします。 

（２）施設の利用対象児童 

   児童館を利用できる対象児童は、すべての児童（児童福祉法第４条第１項の規定に基づく）

とします。ただし、乳児及び幼児の利用は保護者同伴とします。 

（３）個人情報の保護 

  ① 児童館の管理に関し知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。 

  ② 児童館の業務を行うために個人情報を収集するときは、適正かつ公正な手段により行わ

なければならない。 

  ③ 児童館の業務の実施により知ることができた個人情報の漏洩、紛失及び損傷の防止その

他個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（４）管理運営に係る基本的な考え方 

   愛西市草平児童館指定管理者募集要項仕様書のとおり 

 

３．指定管理者が行う業務の内容 

（１）施設の管理に関する業務 

  ① 保守管理業務 

  ② 環境維持管理業務 
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（２）施設の運営に関する業務 

  ① 児童館の利用の許可に関する業務 

  ② 放課後児童クラブに関する業務 

  ③ 子育て家庭への支援活動に関する業務 

  ④ 各行事、イベントに関する業務 

（３）その他の業務 

  ① 事業計画書、収支予算書の作成（年度毎） 

  ② 事業報告書（利用実績・収支決算書・指定管理者業務総括票の自己評価等）の作成 

  ③ 市及びその他関係機関との連絡調整 

  ④ 経理事務・労務事務 

  ⑤ 指定期間開始前・期間終了にあたっての引継ぎ事務 

  ⑥ その他日常業務の調整 

 

４．指定期間 

  令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで（５年間） 

  ただし、管理を継続することが適当でないと認めるときは、指定の取り消しや業務の停止を 

行うことがあります。 

 

５．管理に係る費用 

（１）草平児童館指定管理料 

   管理運営業務に係る人件費、事業費及び管理費を指定管理料として協定書で定めます。指

定管理者から提案のあった金額を基本として、毎年度（４月１日から翌年３月３１日まで）

業務を開始するまでに、市と指定管理者で事業条件等を協議のうえ決定するものとします。 

   指定管理料の上限額は指定期間の総額で、１４３，４８６千円（消費税及び地方消費税を

含む）とします。 

  ① 放課後児童健全育成事業実施要綱（令和7年４月８日付けこ成環第１７３号こども家庭

庁成育局長通知）の別添３「放課後児童クラブ支援事業（障害児受入推進事業）」の経費 

  ② 放課後児童健全育成事業実施要綱（令和７年４月８日付けこ成環第１７３号こども家庭

庁成育局長通知）の別添１３「放課後児童支援員等処遇改善事業（月額9,000円相当賃金

改善）」の経費 

    なお、当該加算金額について、指定管理者が支払った実績額が、市から指定管理者に支

払った額を下回る場合は、加算の事業ごとに、その差額を市に返還することとし、市から

指定管理者に支払った額を上回る場合は、補填をしません。 

③ 施設、設備及び備品の修繕については、年間６０万円を計上するものとします。ただし、

年間６０万円（消費税及び地方消費税を含む）を超える修繕は市と協議する。 

なお、当該年度末の修繕費６０万円に残額が生じた場合は、当該年度末での精算を行い、

その精算額については、市へ返還するものとします。 

（２）費用負担について 

   施設の管理運営に係る経費は、市が指定管理者と締結した協定に基づく金額を指定管理者

に支払い、指定管理者が個々の経費の支出を行うものとします。 

   ただし、市が直接行う次の業務に係る経費については、市が負担するものとします。 

  ① 施設及び付帯設備の１件５０万円以上（消費税及び地方消費税を含む）の小破修繕費 
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  ② 大規模修繕費 

  ③ その他、協議で定める経費 

（３）指定管理料の支払 

   会計年度（４月１日から翌年３月３１日）ごとに支払います。なお、支払時期や方法の詳

細については、協定で定めます。 

（４）事業に関する業務の未実施について 

   業務の未実施又は業務を実施したものの、指定管理者募集要項、指定管理者募集要項仕様

書、愛西市の条例やその他関係法令の基準を満たさない管理運営を行った場合や事前に提出

された各種事業計画書等との間で、実施内容に明らかな乖離があった場合は、業務に要する

相当額を市へ返還しなければならない。 

   返還する金額については、申請書類等を基に、指定管理者が積算し、市と協議すること。 

   なお、返還にあたり、改善勧告や業務停止命令、指定取消を行う場合があります。 

 

６．利用料金制について  

  放課後児童クラブの使用料金は、市の収入とします。 

 

７．公募に関する事項 

（１）指定管理者の公募及び選定スケジュール 

  ① 募集要項のホームページ掲載 

    掲載期間：令和７年６月９日（月）～令和７年７月１６日（水） 

  ② 説明会の開催 

    開 催 日：令和７年６月２５日（水） 

    開催時間：午後２時から 

    開催場所：愛西市役所 南館１階 会議室１-３、１-４ 

    参加方法：参加申込書【別紙１】及び施設見学会参加申込書【別紙２】を、令和７年 

６月２０日（金）午後５時１５分までに、愛西市健康子ども部子育て支援課

まで、Ｅメール・ＦＡＸにて提出ください。 

    参加人数：各団体２名以内 

   ※説明会当日は、愛西市ホームページより募集要項等の資料を印刷し持参してください。 

  ③ 質問の受付 

    受付期間：令和７年６月２６日（木）～令和７年７月１日（火） 

    受付時間：午前８時３０分～午後５時１５分 

    受付方法：質問票【別紙３】により、Ｅメール・ＦＡＸにて受付。他の方法による質問

は受け付けない。 

件名は「児童館・子育て支援センター指定管理質問書【団体名】」とするこ

と。 

    回答方法：質問に対する回答は、一括して質問回答書としてとりまとめ、令和７年７月

９日（水）に、愛西市ホームページに掲載します。個別に回答はしません。 

  ④ 施設見学会の開催 

    開 催 日：令和７年６月３０日（月） 午前１０時３０分（３０分程度） 

  ⑤ 提出書類の受付 

    申請受付期間：令和７年６月１６日（月）～令和７年７月１６日（水） 
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           （土、日曜日、祝日を除く） 

    申請受付時間：午前８時３０分～午後５時１５分 

    申請書提出先：愛西市役所健康子ども部子育て支援課 

    提 出 方 法：「持参」のみ可とし、「郵送」は不可とします。 

           提出書類はフラットファイルに綴じ、インデックスを付したうえで提出

すること。 

（２）審査方法 

   指定管理者選定委員会により、提出された申請書類の書類審査と、プレゼンテーション及

びヒアリングを行います。 

   なお、プレゼンテーション及びヒアリングの日時及び場所などの詳細は、後日別途お知ら

せします。 

（３）選定結果の通知 

   令和７年８月下旬頃に申請者全員に通知します。グループでの申請の場合は、その代表団

体宛に通知します。その後、管理に係る詳細について協議を開始します。 

   なお、選定結果については、公表します。 

（４）仮協定の締結 

   指定管理者候補者との協議を踏まえ、仮協定を締結します。 

（５）指定管理者の指定及び協定の締結 

   市は、愛西市議会の議決を経て、指定管理者候補者を指定管理者として正式に指定し、そ

の後協定の締結を行います。 

 

８．申請に必要な資格 

  次のいずれかに該当する法人その他の団体（以下「団体等」という。）は申請できません。ま

た、複数の団体等によるグループでの申請もできますが、その場合は、そのグループを代表す

る団体等を定めるとともに、グループを構成する団体等のすべてが下記に該当しない場合に申

請できます。また、応募申請後に該当すると分かった場合もしくは該当した場合は、申請をは

じめ指定管理者導入にかかるすべての権利を取り消すものとします。 

  ・地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項（同令第１６７条の 
   １１第１項において準用する場合を含む。）に該当しないことしている団体等。 
  ・会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続開始の申立てが 

なされていない者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基づき

再生手続開始の申立てがなされていない者であることきを行っている団体等。 
  ・申請書等の提出時において、愛西市発注業務指名停止等取扱要領（平成２５年愛西市訓令

第２１号）に基づく指名停止の措置を受けていないことる団体等。ただし、参加申込書等

の提出期限時から契約締結までの間に、愛西市から指名停止の措置を受けたときは、参加

資格を喪失するものとする。 

  ・申請書等の提出時において、「愛西市が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書」

（平成２５年３月２９日付け愛西市長・愛知県津島警察署長締結）及び「愛西市が行う調

達契約等からの暴力団の排除に関する要綱」（平成２０年愛西市訓令第５号）に基づく排除

措置を受けていないことる団体等。ただし、参加申込書等の提出時から契約締結までの間

に、愛西市から排除措置を受けたときは、参加資格を喪失するものとする。 

  ・法人税、消費税及び地方消費税、法人都道府県民税、法人事業税及び法人特別事業税、法
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人市町村民税の滞納がないことある団体等。 

  ・本施設を指定期間中に渡り、安全かつ円滑に管理するためのノウハウ・実施体制・経営基

盤が確保されていない団体等。 

 

９．提出書類 

  申請にあたって、以下の書類を提出してください。なお、市が必要と認める場合は、追加資

料の提出を求める場合があります。 

（１）指定管理者指定申請書 

   （愛西市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則 様式第１） 

   ※グループでの応募の場合は、共同事業体協定書兼委任状、グループ応募構成票及び共同

事業体連絡先一覧を提出してください。 

   １１部（原本１部、コピー１０部） 

（２）定款、寄附行為、規約その他団体の目的、組織及び運営の方法を示す書類、住所を記載し

た役員名簿 

   各１１部（原本１部、コピー１０部） 

（３）法人にあっては、当該法人の登記事項証明書 

   １１部（原本１部、コピー１０部） 

（４）申請に必要な資格を有することを証する書類 

   各１１部（原本１部、コピー１０部） 

   ※グループ申請の場合は、構成団体分も添付してください。 

（５）指定管理者の指定を受けようとする者の従業員の数、申請書を提出する日の事業年度の前

事業年度に関する事業報告書、収支計算書、貸借対照表、財産目録その他財務の状況を明ら

かにする書類 

   １１部（原本１部、コピー１０部） 

（６）管理運営事業に関する事業計画書 

   １１部 

（７）管理運営事業に関する収支予算書及び収支予算内訳書 

   ※年度ごとに書類を提出してください。 

   各１３１１部 

（８）職員配置計画書 

   １１部 

 

10．申請にあたっての留意事項 

（１）重複申請（単独申請とグループ申請、２以上のグループの構成団体となっての申請）は禁

止します。 

（２）グループ申請の場合、代表団体及び構成団体の変更はできません。 

（３）提出書類の規格は、出来合いのパンフレット等を除き、日本工業規格Ａ４版の縦としま 

す。 

（４）提出書類には、申請者が特定できるような名称、ロゴマーク等の使用はしないこと。 

（５）提出書類の内容を変更することはできません。 

（６）提出書類に虚偽の記載があった場合は、失格とするとともに、虚偽の記載をしたものにつ

いて、所要の措置を講ずることがあります。 
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（７）提出書類は、理由の如何を問わず返却しません。 

（８）書類提出後、申請を辞退する際には、辞退届（任意様式）を提出してください。 

（９）申請に関して必要となる費用は、申請者の負担とします。 

（10）提出書類の著作権は、申請者に帰属します。ただし、市は本事業者選定実施に関する報告

等のため、必要な場合には提出書類の内容を無償で使用できるものとします。 

（11）提出書類は、情報公開の請求により開示することがあります。 

（12）市が提供する資料は、申請にかかる検討以外の目的で使用することを禁止します。また、

この検討の目的の範囲内であっても、市の承諾を得ることなく第三者に対しこれを使用させ、

又は内容を提示することを禁じます。 

（13）指定管理者選定委員会委員、市職員並びに本件関係者に対し、本件提案についての接触を

禁止します。なお、接触の事実が認められた場合は、失格となる場合があります。 

（14）申請方法・提出期限等が守られなかった場合、不正行為があった場合には、失格となる場

合があります。 

 

11．選定の方法及び基準 

（１）提出された書類について、子育て支援課において確認を行います。 

（２）提出書類をもとに、「愛西市児童センター、児童館及び子育て支援センター指定管理者選定

委員会」において、「愛西市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例」に定め

る以下の基準に基づき、申請内容の総合的な審査を行います。 

   なお、審査にあたっては、必要に応じヒアリングを行います。 

  ① 指定施設の利用に関し不当な差別的取扱いが行われるおそれがないこと。 

  ② 指定施設の設置の目的に照らし、その管理を効率的かつ効果的に行うことができるもの

であること。 

  ③ 指定施設の管理を的確に遂行するに足りる人的構成及び財産的基礎を有するものであ

ること。 

（３）総合評価の判断基準として点数制を採用しますが、評価の合計点数が満点の６０％に満た

ない場合は、適格者なしとする場合もあります。 

（４）具体的な選定審査項目及び配点は次のとおりです。 

項

目 
評価項目 配点 

基

本

方

針 

ア 施設運営の理念及び基本方針について 

  ・施設の設置目的を達成するための考え方 

  ・サービスの質の確保と向上に対する考え方 

  ・個人情報保護に対する考え方 

３０ 

人

材 

イ 人材確保、育成等について 

  ・人材確保、採用計画に対する考え方及び内容 
１０ 

ウ 職員の配置及び勤務体制について 

  ・職員の要件及び職員数 

  ・職員配置、勤務体制の効率性 

１０ 

事

業 

エ 子育て支援事業について 

  ・児童の発達段階に応じた行事やプログラム等の考え方 

  ・実施しようとする事業内容 

３０ 
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オ 放課後児童健全育成事業について 

  ・放課後児童健全育成事業に対する考え方及び内容 

  ・こどもの権利についての育成支援に対する考え方及び内容 

３０ 

カ 地域等との連携について 

  ・地域との連携に対する考え方等 

  ・行政機関や関係機関との連携、協力についての考え方等 

２０ 

管 

理 

運 

用 

キ 事故防止、防犯、防災対策等について 

  ・事故、災害、緊急時の体制や対応の考え方及び内容 

  ・事故防止、防犯、防災に対する考え方及び内容 

２０ 

ク 施設の維持管理等について 

  ・施設の管理全般に対する考え方及び内容 

  ・施設維持、管理に係る個別業務に対する考え方及び内容 

２０ 

費 

用 

ケ 事業収支計画について 

・指定期間中安定した管理体制を提供できる財政基盤の有無 

・各費目の設定内容 

  ・経費節減のための工夫 

３０ 

合     計 ２００ 

（５）上記の評価項目ごとの得点は、審査委員（指定管理者選定委員会委員）１人あたりの平均

値とします。この場合の平均値は、小数点第１位までの値とし、評価項目の得点合計の高い

申請者を指定管理者選定委員会が選定した指定管理候補者として市長に報告します。 

（６）（５）の平均値に小数点第２位以下の数値が生じる場合は、評価項目得点合計の審査委員 

１人あたりの平均値の高い申請者を指定管理者選定委員会が選定した指定管理候補者とし

て市長に報告します。 

（７）（５）、（６）のいずれかの場合において、得点合計あるいは平均値が同点の場合には、評価

項目のうちの「事業」の得点の高い申請者を指定管理者選定委員会が選定した指定管理候補

者として市長に報告します。 

（８）指定管理者選定委員会の審査報告を参考に、市長が指定管理候補者を選定します。 

（９）選定の結果は、申請者に郵送で通知します。また、選定結果については公表します。 

 

12．協定書の締結 

  選定結果をもとに、市は優先交渉権者と細目協議を行い、協議成立後、指定管理予定候補者

として仮協定の締結を行います。その後、議会の議決により指定管理者として指定し、正式に

包括協定書を締結します。協定は、指定期間を通じての基本的事項を定める「包括協定」と、

単年度ごとの事業実施にかかる事項を定める「単年度協定」を締結します。 

  なお、包括協定の発効は令和８年４月１日とします。また、単年度協定の発効は、毎年４月

１日とします。 

 

13．報告事項等 

  協定書の締結の後は、実際に施設の管理運営等を実施することとなりますが、その指定期間

内において「事業報告書」を年度終了後６０日以内に市長に報告していただきます。 

  また、年度終了後、指定管理者業務総括票の自己評価を行ってください。 
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  なお、総括評価の結果は公表します。 

  その他、定款に変更があった場合は報告を行ってください。また、必要に応じて業務報告を

求めたり、施設・物品・各種帳簿等の現地調査などを行うこともあります。 

 

14．その他 

（１）業務遂行にあたっては、児童福祉法等の関連法規を遵守すること。 

（２）指定管理者の指定後、協定発効までの期間において、必要書類の作成、各種印刷物作成、

事務引継ぎ、各業務の習得を行っていただきます。 

   なお、この間の費用についてはすべて指定管理者の負担とします。 

（３）指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難になった場合は、市は指定の

取消しをすることができます。その場合は、市に生じた損害は指定管理者が賠償するものと

します。 

   なお、次期指定管理者が円滑かつ支障なく児童館の業務遂行ができるよう引継ぎを行うも

のとします。 

（４）災害その他の不可抗力等、市及び指定管理者双方の責めに帰すことのできない事由により、

業務の継続が困難になった場合は、事業継続の可否について協議するものとします。 

   なお、一定期間内に協議が整わないときは、協定を解除できるものとします。その際は、

次期指定管理者が円滑かつ支障なく児童館の業務遂行ができるよう引継ぎを行うものとし

ます。 

（５）施設の管理運営上の瑕疵に原因があって事故が発生した場合等に対応するため、指定管理

者にはリスクに応じた保険等に加入してください。 

（６）議会の議決を経るまでの間に指定管理者に指定することが著しく不適当と認められる事情

が生じたときは、指定管理者に指定しないことがあります。 

（７）議会の議決が得られなかった場合及び否決をされた場合においても、児童館の管理運営の

準備のために支出した費用については、市は一切補償いたしません。 

（８）責任分担の詳細は、協定書を締結する際に定めることとしますが、市の基本的な考え方は

次のとおりです。 

内容 
負担者 

市 指定管理者 

施設の維持管理、運営  〇 

施設内整備、備品の維持管理  〇 

住民や利用者からの苦情 △ 〇 

施設の修繕 

耐久性を増すための経費 〇  

通常の維持管理又は毀損したものの原状回復

に要する経費 
 〇 

物価の変動 人件費、物品費等物価変動に伴う経費の増  〇 

金利変動 金利の変動に伴う経費の増  〇 

法令の変更 
施設管理、運営に影響を及ぼす法令変更 〇  

指定管理者に影響を及ぼす法令変更  〇 

税制の変更 
施設管理、運営に影響を及ぼす税制変更 〇  

上記以外の税制変更  〇 

支払遅延 指定管理者の責に帰すことのできない理由に 〇  
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より、市からの経費の遅延によって生じた事由 

上記の場合以外  〇 

政治、行政上

の理由によ

る事業の変

更 

政治、行政上の理由から、施設管理、運営業

務の継続に支障が生じた場合、又は業務内容

の変更を余儀なくされた場合の経費及びその

後の維持管理経費における当該事情による増

加経費負担 

〇  

不可抗力 

不可抗力（暴風や豪雨、洪水、地震、落盤、

火災、争乱、暴動、その他の市又は指定管理

者のいずれの責に帰すことのできない自然的

又は人為な現象）に伴う、施設や設備の修復

による経費の増加及び事業履行不能 

〇  

書類の誤り 

仕様書等、市が責任を持つ書類の誤りによる

もの 
〇  

事業計画書等、指定管理者が提案した書類の

内容の誤りによるもの 
 〇 

利用者の安

全確保 

利用者の安全を確保するため、事故を未然に

防ぐ措置及び対応 
 〇 

利用者や第

三者への賠

償 

指定管理者として注意義務を怠ったことによ

り、損害（犯罪や事故防止等の発生）を与え

た場合 

 〇 

上記以外の理由により損害を与えた場合 〇  

事業終了時

の費用 

指定管理業務の期間が終了した場合、又は指

定管理者が指定期間途中において業務を廃止

した場合における事業者の撤収費用 

 〇 

その他の事項 双方による協議 

（９）当該年度における施設の修繕は、指定管理料の範囲内で指定管理者が負担するものとしま

す。ただし、１件あたり５０万円（消費税及び地方消費税等を含む）を超える修繕について

は、市と協議の上、リスク分担を行うものとします。 

（10）指定管理者従業員が使用する駐車場については、１区画月額１，０００円を協力金として

納めていただきます。 

（11）指定期間中に、役員名簿に変更があった場合は、速やかに変更後の役員名簿を市に提出し

てください。 

（12）指定管理者が業務の全部を一括して又は業務の主たる部分を第三者に委託又は請け負わせ

ることを禁じます。 

（13）市は、指定管理者が指示に従わないとき、又はその他当該指定管理者による管理を継続す

ることが適当でないと認めるときは、その指定を取り消し又は一定期間の管理業務の全部又

は一部の停止を命ずることがあります。 

（14）協定書の解釈に疑義が生じた場合又は協定書に定めのない事項が生じた場合は、市と指定

管理者は協議のうえ決定するものとします。 

 

15．添付書類 
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（１）愛西市公の施設に係る指定管理者の指定の手続き等に関する条例 

（２）愛西市公の施設に係る指定管理者の指定の手続き等に関する条例施行規則 

（３）愛西市児童センター及び児童館の設置及び管理に関する条例 

（４）愛西市児童センター及び児童館の管理及び運営に関する規則 

（５）愛西市放課後児童健全育成事業の実施に関する条例 

（６）愛西市放課後児童健全育成事業の実施に関する条例施行規則 

（７）愛西市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 

 

16．問い合わせ先 

  健康子ども部 子育て支援課 

  住    所 〒４９６－８５５５ 

         愛知県愛西市稲葉町米野３０８番地 

  電    話 ０５６７－５５－７１１８（ダイヤルイン） 

  Ｆ Ａ Ｘ ０５６７－２６－５５１５ 

  Ｅ メ ー ル kosodate@city.aisai.lg.jp 

  ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ https://www.city.aisai.lg.jp 


